
 ■GHG（温室効果ガス）排出量の算定から削減まで
　前号では、脱炭素経営に取り組む意義、とりわけ
サプライチェーン排出量の算定の重要性について解
説したが、今号と次号でより具体的な算定の実務に
ついて触れていきたい。今回はまず、GHG排出量
算定の前段にあたる、算定対象企業の選定、対象活
動の選択、算定方法の選定と、業務フローの策定に
フォーカスして説明する。
（1）算定対象企業の選定
　算定対象企業の選定とは、企業グループの算定を
行う際に、算定対象とする子会社・グループ会社を
選定する作業を指す。基本的には、出資比率（50％
が目安）とグループ全体への重要度（売上基準等で
鑑みて５％未満であれば算定不要）の２点に基づき
決定する。選定対象となった企業については、①支
配力基準（実質的に支配力を及ぼしている先につい
ては相手先の排出量を100%計上、支配力を及ぼし
ていない先は非計上）か、②出資比率基準（株式保
有しているすべての企業について、対象企業の排出
量のうち出資比率相当分を計上）のいずれかの基準
に基づき算定を行う。
（2）対象活動の選択
　次に対象活動の選択であるが、これは各Scope内
で算定対象とする活動を選択することを指す。この
選択においては、Scope全体における算定対象活動
の占める割合（これを「カバー率」という）を意識
して選択するのが一般的である。
　目標とするカバー率としては、グローバルなGHG
排出量削減指標であるSBT（Science Based Targets）

が提示しているガイダンスに従い、Scope１&２につ
いては全体の95%を、Scope３については67%をカ
バーする形で活動を選定するのが一つの目安となる。
　Scope１&２については、自社利用のエネルギー
由来の排出量であり、社内に根拠となるデータが存
在するため、全ての活動を算定対象とするのが基本
となろう。
　一方で、Scope３については、全体の67％をカ
バーする必要がある。前述のガイダンスでは「スク
リーニング・プロセス」の実施を推奨しているが、
これはまずはざっくりとScope３全体を見積り、そ
の中から排出量が多そうなカテゴリをピックアップ
していくものである。ここで、排出量の多そうなカ
テゴリに当たりをつけるには、自社と同業界に属す
る企業のうち、開示が充実しているグローバルな上
場企業の統合報告書等を参考にし、自社の業界は、
Scope３のどこに課題を抱えているかを知ることも
一つの手段である。
（3）算定方法の選定
　最後に算定方法の選定であるが、これは「1．活
動量把握に用いるデータの特定」と、そのデータに
紐づける「2．排出原単位の決定」を行うものである。
算定に用いる活動データおよび排出原単位について
は、図１のとおり複数の組み合わせが存在するが、
まずは難易度の低い方法から着手し、徐々に精度を
上げていくのが基本となろう。
　Scope３については関係当事者が広範囲にわたる
ことになるが、上流のデータの精度を上げていくた
めには、使用するデータを国や研究機関が公表する
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平均排出原単位（二次データ）から、
各々のサプライヤ（材料、部品の入
手先）やサービス提供者（物流事業
者）が算定した固有の原単位（一次
データ）に切り替えていくことが必
須のプロセスとなる。
　現時点では、Scope３を公表して
いる企業の多くが二次データを利用
しているが、これではサプライヤの
削減実績が自社の排出量に反映され
ることはない。Scope３において有
効な削減目標を持つには、サプライ
ヤやサービス提供者の一次データを取得し、彼らの
削減目標量をヒアリングする（あるいは目標設定を
求める）ことが重要となる。
　気候変動課題の解決に向けたサプライヤとの協働
を「サプライヤ・エンゲージメント」と呼び、CDP
（Carbon Disclosure Project）などの国際的な評価
機関の評価対象となっている。Scope３の数字の大
小に加え、Scope３の算定に用いた一次データの割
合（Primary Data Share）自体も、今後重要な指標
となっていくと考えられる。
（4）業務フローの策定
　ここまでの整理ができたら、あとはデータを収集
するための業務フローの策定（誰がどの頻度でデー
タを入手し入力するか）と、（開示先が要求する書
式での）報告書の作成プロセスを残すのみである。
「誰が」という観点においてはデータを保有する各
部署を巻き込むことが、「頻度」については月次で
データ収集しPDCAを回すことが望ましい。
　また報告については、取引先への開示、温対法な
どの環境法令、金融市場（または取引金融機関）へ
の開示など複数を用意する必要があるだろう。筆者
の運営するゼロボード社が提供するような、燃料使
用量や物品購入量を入力することで複雑なGHG排
出量算定が簡単にできる「GHG排出量算定・可視
化クラウドサービス」も存在するが、それらのサー
ビスでは一つのデータベースから各書式でのアウト
プットも可能であり、複数の事業所や他事業者との
データ連携、データ収集の効率化の観点からも一度
試してみてもよいだろう。

図２ CO2排出量算定可視化クラウドサービスzeroboardの画面イメージ

 ■具体的な排出量算定の実務に向けて 
　ここまで算定対象企業の選定、対象活動の選択、
算定方法の選定、業務フローの策定について解説し
てきたが、多くの企業では、算定に着手する以前に、
これらの準備作業で苦労しているケースが多い。そ
れら企業の経営陣は、脱炭素の意義や目的は理解し
始めているものの、具体的な法制度導入とならない
と、専門部署の設置や各部署への協力要請などのア
クションを起こすのは難しいと考えているようだ。
　しかしながら、GHG排出量は算定することが目的
ではなく、各社の事業計画と整合する形で排出量を
減らすこと、開示すること、そしてそれを企業価値
向上につなげていくことが重要であり、中長期的な
会社の成長を考えると、脱炭素に戦略的にリソース
を配分しない手はない時代にきている。今すぐの削
減が難しい場合でも、カーボンプライシング導入ま
での数年間で、まずは算定の質を向上させ、サプラ
イチェーン全体の排出量可視化に着手しようという
未来思考の会社が増えることを期待している。

　次回は、脱炭素シリーズの最終回として、各算定
方法における具体的な計算方法と報告のための実務
について解説する。読者の皆様が、自社の燃料消費
にかかる排出量（Scope１）や電力会社から供給さ
れる電力消費等にかかる排出量（Scope２）の計算
方法をはじめ、Scope３も含むサプライチェーン排
出量算定のスタートラインに立ち、脱炭素に向けた
具体的な活動開始のステップに進んでいただくこと
を目標としたい。
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SDGs、脱炭素、CO2 排出量の算定、サステナビリティファイナンス等にご興味のある方は以下までお問い合わせください。
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